
 

    

 
2024 年 5 月 15 日 

各 位  

会 社 名  ニ チ ハ 株 式 会 社 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長  吉 岡 成 充 

 （コード番号 7943 東証プライム・名証プレミア） 

問合せ先  取締役専務執行役員 殿 井 一 史  

（ＴＥＬ 052‐220‐5111） 

 

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について 

 

 

当社は、2024 年 5 月 9 日開催の取締役会において、資本コストや株価を意識した経営の実現に向

けた対応について決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、詳細につきましては、添付資料「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に

ついて」をご覧ください。 

 

 

以 上 



資本コストや株価を意識した
経営の実現に向けた対応について
＜第一次中期経営計画における資本政策について＞
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市場からの評価に対する現状認識

2

・ PBR…足下では１倍前後となっているものの、前中計期間を通してみれば、0.8～0.9倍と１倍を割れる水準で推移

・ PER…足下では15倍前後となっているものの、前中計期間を通して概ね9～1２倍と東証プライム平均（14～１８倍）を下
回る水準で推移

■PBRの推移 ■PERの推移
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資本コストに対する現状認識
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• 当社では株主資本コストの水準について、CAPM（Capital Asset Pricing Model）により算出した6.８～
7.4％と認識。ただし、市場の期待水準は７～９%と把握しており、資本収益性の目標設定においては、この市
場期待値も意識。

• WACC（Weighted Average Cost of Capital）については、CAPMによる株主資本コストと負債コスト
を加重平均して６．２～６．7％と算出。

CAPMによる株主資本コスト

6.8～7.4%

リスクフリーレート
マーケット

リスクプレミアム
ベータ（β） 株主資本コスト

0.8% ＋ 5.5～6.0% × 1.1 ＝

資本収益性の目標設定

株主資本コスト

>

>

（市場期待値６～８％も意識）

（市場期待値７～９％も意識）

ROIC WACC

ROE



取組方針１
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 ROICの向上と財務レバレッジの最適化により、ROEの向上を図る

ROIC向上 財務レバレッジの最適化

ROE 9％

ROIC 8％

＜第一次中計目標＞

最適な資本構成の維持
（ターゲット：自己資本比率70%以下）

株主還元の強化持続的成長に向けた戦略投資

稼ぐ力の強化を通じた
持続的な企業価値向上
を実現

適切なキャッシュフローアロケーション

ROE向上

国内外での市場開拓推進 収益性の向上

中期経営計画施策



取組方針２
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• ROEの改善…２０２７年３月期のROE９％以上

• PERの改善…資本コストの低減につながる諸施策を実施する

→PBRをまずは安定的に１倍超へ改善、更なる企業価値向上に取り組む

PBRの改善

ROEの改善

・　ROIC向上
…中期経営計画施策：「国内外での市場開拓推進」、「収益性の向上」
…持続的成長に向けた戦略投資

・　財務レバレッジの最適化
…最適な資本構成の維持

×

PERの改善

・　株主・投資家とのコミュニケーション充実

・　マテリアリティへの取組

・　コンプライアンス・リスク管理（BCP含む）強化



株主還元方針
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 配当

• 業績に応じた利益還元を基本としつつ、安定的な配当の維持に努めることを基本方針とし、配当性向をこれまでの40%
から４５％以上に引き上げ。

 自己株式取得

• 最適資本構成の観点から適切と判断した場合等には、機動的に自己株式取得を行う

２２億円

（60円）

２７億円

（73円）

３５億円

（97円）

３５億円

（97円）

４１億円

（114円）

40億円

（114円）

10億円 1百万円

1百万円
9億円

２７億円 50億円

20.5%
30.0%

35.0%
39.2%

51.0%

47.5%

29.6% 30.0%
35.0%

49.0%

84.5%

106.4%

20/3月期 21/3月期 22/3月期 23/3月期 24/3月期 25/3月期

予想

26/3月期 27/3月期

配当総額(一株当たりの配当金） 自己株式取得額 配当性向 総還元性向

＜配当＞
配当性向45%以上

＜自己株式取得＞



キャッシュフローアロケーションの方針（第一次中計期間）
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 稼ぎ出したキャッシュはまず維持・更新投資、及び成長、合理化のための戦略投資に充当。次に安定的で充実し
た配当と自己株式取得に充当。

設備投資

• 安定的な事業運営・競争優位
性の維持に向けた継続的な
投資を実行

• 事業環境を見極めながら
更なる中長期的な成長に向け
た投資も検討

キャッシュ取崩し
２5億円

インフロー アウトフロー

営業CF
４６０億円

維持・更新投資
１００億円

戦略投資
１25億円

株主還元
２6０億円

株主還元

• 配当性向45%以上

• 自己株式取得は、最適資本構
成の観点を考慮し、機動的に
実施予定



役員報酬制度の改革
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① 業績および中長期的な企業価値と連動させること

② ステークホルダーへの説明責任を果たすことができる、公正かつ合理的で透明性の高い報酬体系、報酬決定
方法とすること

③ 財務指標だけでなく、非財務的な貢献も評価すること

役員報酬制度については、企業価値向上と連動性の高い制度への見直しを実施予定。

（譲渡制限付株式報酬制度（RS）導入は２０２４年６月の株主総会付議事項）

【設計方針】

【報酬構成】

① 従来の報酬構成と比べて、固定報酬の割合は減少

② 賞与は業績評価、非財務的貢献により評価

③ LTIの約半分は業績評価、 非財務的貢献により評価。現状のストックオプションからRSにシフト予定

＋ ＋①固定報酬 ②賞与
③LTI

（ロングタームインセンティブ）



9

注意事項

本資料は、株主・投資家の皆様への情報提供を目的としたものであり、売買
を勧誘するものではありません。

また、本資料には将来の見通しや計画等に関する記述が含まれております。
それらにつきましては、各資料の作成時点における経済環境や事業方針な
どの一定の前提に基づいて作成しているため、確約や保証を与えるもので
はありません。


